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おおわわりりにに  
特定の期間・地域に特異な人口移動が生じた要

因を解明するには，人口移動を地域特性と捉えて
時間・空間軸に位置づけ，地域構成要素間の関係
の中で地域変容を読み解く研究方法の構築が課
題となる。本章では，18世紀後期から 19世紀の
南山御蔵入領で遠方婚が成立した要因解明を通
じて，地域変容の構造を捉える視座を展望した。 

1780～1830年代まで性比が不均衡で人口が最
少を記録した南山御蔵入領では，越後国など東日
本全域から多数の女性を配偶者として迎えた。他
邦者引入任役や仲人が仲介した遠方婚，大工や手
間取などの他所稼ぎを契機とした遠方婚が確認
できる。越後国と南山御蔵入領を往来する商人が
仲人を務めた事例もみられた。南山御蔵入領では，
江戸・大阪市場における裃などの需要に応えて大
麻・麻織物などを増産したために，女性労働力の
需要が急激に拡大した。江戸や越後国と往来して
特産物の移出や日用品の移入に関わる商人のな
かに，仲人をつとめる者も現れたと推測できる。 
遠方婚の背景に見た末端消費・最終需要の拡大，

生産活動の活性化，労働需要の急拡大，商品流通
の活性化という地域変容の構造は，18・19 世紀
に越後国などから配偶者を受け入れていた会津
や中通りだけでなく，東日本の養蚕地域や大麻・
青苧栽培地域に共通の視座となる可能性がある。 
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第第 1199 章章  国国勢勢調調査査以以前前のの地地域域人人口口とと人人口口移移動動  
  

鈴木 允（横浜国立大学） 
 

［［要要旨旨］］  

人口転換期を含む，近代日本の地域人口と人口移動に関する研究は，1920 年の国勢調査以前の人

口統計が持つ問題点や，地域単位での分析の技術的な困難のために，これまで十分な進展がみられな

かった。しかし，産業化に伴う都市化の進展と人口転換との関連についての議論の深化のためには，

よりミクロな地域単位での人口動態や人口移動の実態を明らかにし，出生率・死亡率等を含めた人口

の変動過程を明らかにしていくことが求められる。本稿は，関連する既往研究の成果を整理すること

で，国勢調査以前の地域人口や人口移動に関する研究の現状の到達点を示すとともに，特に人口移動

に関して，その実態を把握するために寄留関係資料を活用する可能性について検討した。寄留届のデ

ータベースを作成・分析する事例研究から，事例地域では大正期以降，都市部への人口流出傾向が加

速したことや， 流出人口の属性や移動パターンなどを具体的に示すことができた。 
 

キキーーワワーードド  歴史人口学，地域人口，近代，人口転換，移動，寄留  
 
 

ははじじめめにに  
本稿は，拙稿（2004，2018，2020，2021）

の一部を加筆修正の上，再構成したものである。 
近世を対象とした研究が中心となってきた日

本の歴史人口学研究では，近代を対象とする研
究は立ち遅れてきた。浜野（2007）は「日本の
歴史人口学研究は，もっぱら江戸時代の宗門改
帳を研究対象として発展してきたので，結果的
に明治・大正期は人口史の大きな空白期となっ
てしまった。しかし，近年，新たな史料の活用
方法が追究されており，明治・大正期の人口史
はむしろ研究のさかんな時期に変わりつつあ
る。」と述べている。その後の研究の展開につ
いて整理した黒須（2020）は，近代を扱う歴史
人口学について，「近代以前を対象とする歴史
人口学から，より長期的に現代までを射程に入
れた研究が始まっている。歴史人口学に何がで
きるか，という挑戦ともいえる。」と位置付け
ている。その挑戦の一つの方向性は，近世と現
代との架橋を目指して長期の連続的な人口史を
描くことであり，「Linking past to present」
が主題とされた 2016 年の IUSSP セミナー以降
にいくつかの研究成果がみられる。他方では，
近代自体を対象とする研究にも一定の進展がみ
られ，黒須論文では，人口の動向に影響を与え
る社会学的な背景に焦点を当てたユニークな研
究が様々に進められてきたことが示されている。 
近代は，歴史人口と現代人口をつなぐ上で鍵

となる人口転換期に当たる。また，明治以降の
人口増加基調の中で，産業化の進展とともに人
口移動が活発化し，今日につながる都市化が進
行した時代でもあり，そのことは人口転換にも

影響を与えたと考えられている。例えば坂井
（1992）は,「出生数・率の減少・低下を見る枠
組みにおいて, 多くの論者が都市化を近代化の指
標として考え, 分析に欠かさぬ要因と見なして」
いると述べ, その根拠は, 都市化が居住環境や母
親の出産環境を示す端的な一指標であり, 人々の
近代的ライフスタイルや意識を示す一指標であ
るためであるという。人口移動と人口転換の関
係性に関しては，人口転換や人口移動転換の過
程を近代化の過程と結び付け，発展段階として
捉えた Zelinsky（1971）の人口移動転換仮説が
よく知られているが，この仮説は日本ではうま
く当てはまらないという指摘もある（石川 
2001）。現状では，そのような大きな趨勢の変
化が生じたプロセスについてなお検討の余地が
残されており，こうした研究課題の解決に向け
ては，地域ごとの人口動態と，人口移動の実態
の解明が求められる。特に，都市圏スケール内
部での地域性や移動の実態をみることで，都市
への人口移動の実態や，都市－農村間の地域的
差異について検討していくことが必要である。 
日本における明治・大正期の人口増加や人口

転換に関する歴史人口学者の議論では，幕末以
降の人口増加が, 死亡率の低下ではなく出生率の
上昇によって引き起こされたことや，人口転換
が始まったのは 1910 年代, もしくは 20 年代で
あったことが指摘されてきた。また，こうした
研究においては, 人口転換の時期や過程が地域ご
とにかなり異なっていたことも指摘されてきた
(1)。日本全体の人口転換過程が各地域の過程の
総体であることを考えれば, 議論の深化のために
は, 地域単位の人口分析が必要である。ただし，
国勢調査が開始された 1920 年以前に関して，
都市圏スケール内部での地域性に注目した地域
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人口の研究は，その必要性にも関わらず蓄積が
少ない。研究を阻む最大の要因は，後述するよ
うに，信頼に足る人口統計が存在しないことで
ある。 
本稿は，近代日本の地域別人口動態や人口移

動に関わる既往研究の成果と課題を整理し，研
究課題を解決していくための手段として，国勢
調査以前の人口統計資料や，その基礎となった
寄留関係資料を利用した分析を行う意義や成果
を示すことを目的とする。特に，ある事例地域
で残存していた寄留届の記載内容をデータベー
ス化し，その分析から人口移動の実態把握を試
みた研究成果の一部を示すことで，こうした研
究の意義を示していきたい。 

 

１１．．地地域域人人口口にに関関すするる研研究究のの成成果果とと課課題題  
11..11  国国勢勢調調査査以以前前のの人人口口統統計計ををめめぐぐるる問問題題点点  
国勢調査以前にも，戸口調査に基づく人口統

計は作成されていた。戸口調査は，当時の戸籍
制度に基づく人口調査である。戸籍は「家」単
位で編成され「家」の所在地が本籍とされたた
め, ある地域に現住する人口を把握するためには, 
本籍を離れている人口を把握する必要があった。
このために作られた制度が寄留制度であり, 本籍
地に居住しない住民は寄留者として, 寄留簿に記
録された。よって, 戸籍と寄留簿によって住民の
居住関係を把握し, 毎年末の調査によって人口が
算出されていたことになる。このため, 戸口調査
人口統計は, 戸籍をベースに毎年の出生, 死亡, 転
籍者数を加除し,本籍が所属している人口を直接
カウントして求められる本籍人口と, 本籍人口に
毎年の寄留者数を加除した現住人口の 2 系列の
人口が存在する。現住人口の方がより地域人口
の現状を示していることになる。 
この人口統計の問題点として，まず，戸籍編

成当初に多くの就籍漏れ, 出生や死亡の届出遅れ
があったことに起因する本籍人口に関しての問
題点がある。後年に届出遅れや遺漏の届出が出
されることによって，本籍人口の精度は徐々に
改善していくが, 戸籍編成から数年間の誤差は非
常に大きい。また, 転籍の手続きの不備などによ
る二重籍の問題があり, 明治中期以降は実際より
若干過大となる傾向もある。そして，本籍人口
以上に誤差が深刻なのは現住人口の方である。
その誤差は主に, 戸籍と寄留簿によって地域人口
を明らかにしようとする方法が, 寄留制度自体と
届出手続きの煩雑さゆえに徐々に破綻し始め, 機
能しなくなったために生じた。とくに, 人口移動
が活発になるにつれて寄留届の遺漏が目立つよ
うになり，人口移動の実勢を把握し切れなくな
った(2)。こうした遺漏のうち, 入寄留届のみを提
出し, 退去届を提出しない者が多かったため, 主
に明治後半以降の人口統計は, 数値が過大になる
という問題が生じた(3)。現住人口が過大に計算

されるこの傾向は, 人口が多数流入する都市部ほ
ど顕著であった。この問題は, 明治末期からは行
政上の重要な問題として認識され, とくに入寄留
過大が顕著な都市では, 余分な寄留人口を寄留簿
から削除する寄留整理が行われた。とくに 1915
（大正 4）～1918（大正 7）年の間に多くの都
市で行われている。寄留整理が行われると現住
人口が不自然に減少する （もしくは増加率が低
下する） ため, 主に 1915～1918 年の都市の現
住人口で, これに起因する不連続が生じる場合が
多い。 

 
11..22  地地域域人人口口のの分分析析にに関関すするる既既往往研研究究  
明治・大正期の地域別人口動態の研究に精力

的に取り組んできた，高橋眞一を中心とした研
究グループによる一連の研究成果が，高橋・中
川編著（2010）として結実している。序章に 7
続く 8 章から成る本書は，近代日本における出
生・死亡にかかる指標の地域差や人口移動の実
態に論及した貴重な成果である。紙幅の都合で
個々の成果への言及はできないが，所収論文で
取り上げられた地域の分析単位（スケール）と
主な典拠資料のみに注目すると，8 章中の 6 つ
の章では，地域性や移動パターンの分析を都道
府県単位で行っており，よりミクロな市町村単
位での分析がされたのは，廣嶋論文（第 4 章）
と小池論文（第 6 章）の 2 つである。廣嶋は，
1915 年～40 年の出生率を 1950 年以降の国勢調
査をもとに推計しており，小池は，1920 年以降
の国勢調査に基づいた分析が行われている。す
なわち，両者とも国勢調査に基づく 20 世紀前半
の時期の研究である。また，本書が人口転換を
主題に据えていることもあり，1920 年頃より後
の年代を分析対象とする論考が多く，国勢調査
以前の時期を主な対象としているのは，2 つの
高橋論文（第 1・2 章）のみである。高橋は，戸
籍の届出を基にした本籍人口と，そこに出入寄
留者の数を加除して算出された現住人口をベー
スとして，統計上の問題点を修正した上で地域
別出生率と死亡率を求め，その地域パターンや
純移動率との関係を分析している。 
統計上の問題点を踏まえつつ，可能な修正を

施して地域人口の分析をした研究としては，前
掲の高橋論文のほか，小嶋（2004）がある。小
嶋は, 市部・郡部の別で出生・死亡に関する指標
を丹念に分析し，市部と郡部とでは, 各指標に明
確な差異がみられることを明らかにした。その
上で，市部と郡部とに分けた出生力の分析結果
に基づき, 1910 年代初頭の郡部で観察される出
生率低下が, 人口転換の端緒ではないかと主張し
ている。小嶋の主張は，都道府県単位よりも細
かい地域スケールで分析したからこそ可能にな
ったものであり，このような, メソスケールでの
都市部と周辺部との差異を意識した人口動態の
検討の蓄積が引き続き求められよう。 

国勢調査以前の都市人口それ自体については, 
伊藤（1982a，1982b，1983a，1983b，1984）
によって推計と分析が行われている。伊藤は, 異
常値を除外した戸口調査による人口の増加率を
用い, 1918 年の人口から 5 年ごとに遡及する形
で全国 163 都市の人口推計を行った(4)。この結
果から, 1893 年以降に都市人口の持続的成長が
始まり, 1920 年代頃に増加率が減退し始めたこ
と, 都市の特色に応じて人口急増期にズレがある
こと,「アリ地獄説」(5)に示されるような自然減
状態が明治 30 年代には解消していたことなどが
明らかにされた。これらの成果は, 日本の都市の
人口増加過程を明らかにしたという点で高く評
価されるし,同時に戸口調査人口の利用可能性を
是認している点でも示唆的である。こうした人
口分析手法を, 都市のみの人口動態の検討に用い
るのでなく, 都市から周辺地域までを含めたメソ
スケールでの検討に援用すれば, 地域内における
都市の相対的な位置付けが明らかにされ, 都市化
の議論もより地域的な問題として理解される。 
都市部と周辺部の人口学的な傾向の違いにつ

いては, 近代以前の都市人口が, 先述の通り「ア
リ地獄」的状況にあったことはよく知られてい
る。この状況は時代を経るごとに解消していっ
たが, その後も都市部が相対的に低出生率・高死
亡率を示す状態は継続した。こうした地域差が
明治以降どう変化したかを明らかにすることは, 
都市化過程の分析において非常に重要な意味を
持つ。なぜなら, 自然動態が都市人口の増加過程
にどのように寄与したかを示すことは, 同時に社
会動態を検討することにつながり, 自然動態と人
口移動がどのように連関しながら変動したかを
示すことにもなるからである。このことが, 周辺
地域との関係も含めて都市化過程をダイナミッ
クに捉えることにつながる。 
  

11..33  地地域域人人口口のの変変動動かからら見見たた都都市市化化過過程程  
拙稿（2004）では，国勢調査以前における市

郡単位での人口変動を，東海三県というメソス
ケールで面的に，動態的に捉えることで，都市
への人口集積過程を描出しつつ，それが人口転
換に与えた影響についても論及した。寄留整理
による現住人口系列のギャップを簡易的に修正
し，出生数・死亡数の数値も必要な修正を行っ
た上で，1885（明治 17）年～1920（大正 9）年
までの市郡単位での出生・死亡率や自然増減率，
純移動率を算出し，結果を地図化して示した。
得られた知見はおおよそ次の通りである。 

(1) 明治・大正期には, 対象地域全体の人口が
増加基調にあり, それは主に郡部の高出生率によ
って生じていた。市部の出生率は郡部と比べて
低く, 死亡率には大差がなかったために, 市部で
は自然増加率も低かったが, その差をはるかに上
回る社会増加によって高率の人口増加が生じて
いたことが確認された。 

(2) 周辺の郡部の社会動態をみると, 対象期間
の初期段階では市部近隣の郡のみが社会減少を
示したが, 徐々に縁辺部の郡部も社会減少状態へ
と移行する。このことから, 都市の社会増加をも
たらした人口移動については, 対象期間の当初は
近隣の郡部からの流入がほとんどであったもの
が, 徐々に郡域を越えるような長距離の人口移動
が見られるようになったことを示唆していると
考えられる。このことは, 名古屋市などの都市の
勢力圏が徐々に拡大した過程としても捉えられ
よう。 

(3) (2)とも関連するが, 都市部の社会増加量,郡
部の社会減少の絶対量は, 時代を経るごとに増加
していった。このことは時代とともに郡部から
都市部へという人口移動が活発化していったこ
とを示していると考えられる。 

(4) 名古屋の近隣の郡で 1915～1920 年にかな
りの社会増が見られ, 名古屋市の社会増加量がや
や少なくなった。このことは, 名古屋市への人口
集積が周辺へ拡大し始めたことを示唆している。 

これらの結果は, 対象期間を通じて人口移動が
活発化していったことを示しており, それが都市
化の進展を促したと考えられる。こうした人口
移動の大部分は, 当時急速に進行していた産業化
に伴う労働力移動であったと思われる。それと
同時に労働力需要が生じた都市部へ流入する人
口が周辺の郡部に確実に存在したという事実, つ
まり郡部の高出生率による人口増加が都市人口
の増加を支えていたという事実も無視できない。
従って, 人口転換前の人口の自然増加状態が当時
の都市化の遠因であったと言える。 
人口転換との関わりでは，産業化に伴う都市

部への人口移動の増加―移動者は大部分が若年
者であると思われる―が, 人口転換を引き起こし
た可能性が考えられる。本稿では結果の提示を
割愛したが，特に郡部の高出生率状態が安定的
になった 1900 年頃以降の出生コーホート世代
が就業する時期はまさに 1915 年以降の時期で
あり, この世代の多くが都市部へと居を移したこ
とが, 1920 からの人口転換につながったことが
予想される。 

 

２２．．人人口口移移動動のの実実態態把把握握のの試試みみ  
22..11  近近代代日日本本のの人人口口移移動動にに関関すするる既既往往研研究究  
近代日本の人口移動の実態解明は，北海道や

樺太，海外への移住についての研究が中心とな
ってきた（たとえば阿部 2010，平井 2002 な
ど）。一方で，農山漁村地域から都市部へのロ
ーカルな人口移動について検討した研究は少な
い。ただし，移動に焦点化しなければ，1.2 項で
取り上げたように，近代日本の地域人口変動の
把握を試みた論考は一定の蓄積が見られる。そ
うした研究成果について，1.2 項と重複もあるが，
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人口の研究は，その必要性にも関わらず蓄積が
少ない。研究を阻む最大の要因は，後述するよ
うに，信頼に足る人口統計が存在しないことで
ある。 
本稿は，近代日本の地域別人口動態や人口移

動に関わる既往研究の成果と課題を整理し，研
究課題を解決していくための手段として，国勢
調査以前の人口統計資料や，その基礎となった
寄留関係資料を利用した分析を行う意義や成果
を示すことを目的とする。特に，ある事例地域
で残存していた寄留届の記載内容をデータベー
ス化し，その分析から人口移動の実態把握を試
みた研究成果の一部を示すことで，こうした研
究の意義を示していきたい。 

 

１１．．地地域域人人口口にに関関すするる研研究究のの成成果果とと課課題題  
11..11  国国勢勢調調査査以以前前のの人人口口統統計計ををめめぐぐるる問問題題点点  
国勢調査以前にも，戸口調査に基づく人口統

計は作成されていた。戸口調査は，当時の戸籍
制度に基づく人口調査である。戸籍は「家」単
位で編成され「家」の所在地が本籍とされたた
め, ある地域に現住する人口を把握するためには, 
本籍を離れている人口を把握する必要があった。
このために作られた制度が寄留制度であり, 本籍
地に居住しない住民は寄留者として, 寄留簿に記
録された。よって, 戸籍と寄留簿によって住民の
居住関係を把握し, 毎年末の調査によって人口が
算出されていたことになる。このため, 戸口調査
人口統計は, 戸籍をベースに毎年の出生, 死亡, 転
籍者数を加除し,本籍が所属している人口を直接
カウントして求められる本籍人口と, 本籍人口に
毎年の寄留者数を加除した現住人口の 2 系列の
人口が存在する。現住人口の方がより地域人口
の現状を示していることになる。 
この人口統計の問題点として，まず，戸籍編

成当初に多くの就籍漏れ, 出生や死亡の届出遅れ
があったことに起因する本籍人口に関しての問
題点がある。後年に届出遅れや遺漏の届出が出
されることによって，本籍人口の精度は徐々に
改善していくが, 戸籍編成から数年間の誤差は非
常に大きい。また, 転籍の手続きの不備などによ
る二重籍の問題があり, 明治中期以降は実際より
若干過大となる傾向もある。そして，本籍人口
以上に誤差が深刻なのは現住人口の方である。
その誤差は主に, 戸籍と寄留簿によって地域人口
を明らかにしようとする方法が, 寄留制度自体と
届出手続きの煩雑さゆえに徐々に破綻し始め, 機
能しなくなったために生じた。とくに, 人口移動
が活発になるにつれて寄留届の遺漏が目立つよ
うになり，人口移動の実勢を把握し切れなくな
った(2)。こうした遺漏のうち, 入寄留届のみを提
出し, 退去届を提出しない者が多かったため, 主
に明治後半以降の人口統計は, 数値が過大になる
という問題が生じた(3)。現住人口が過大に計算

されるこの傾向は, 人口が多数流入する都市部ほ
ど顕著であった。この問題は, 明治末期からは行
政上の重要な問題として認識され, とくに入寄留
過大が顕著な都市では, 余分な寄留人口を寄留簿
から削除する寄留整理が行われた。とくに 1915
（大正 4）～1918（大正 7）年の間に多くの都
市で行われている。寄留整理が行われると現住
人口が不自然に減少する （もしくは増加率が低
下する） ため, 主に 1915～1918 年の都市の現
住人口で, これに起因する不連続が生じる場合が
多い。 

 
11..22  地地域域人人口口のの分分析析にに関関すするる既既往往研研究究  
明治・大正期の地域別人口動態の研究に精力

的に取り組んできた，高橋眞一を中心とした研
究グループによる一連の研究成果が，高橋・中
川編著（2010）として結実している。序章に 7
続く 8 章から成る本書は，近代日本における出
生・死亡にかかる指標の地域差や人口移動の実
態に論及した貴重な成果である。紙幅の都合で
個々の成果への言及はできないが，所収論文で
取り上げられた地域の分析単位（スケール）と
主な典拠資料のみに注目すると，8 章中の 6 つ
の章では，地域性や移動パターンの分析を都道
府県単位で行っており，よりミクロな市町村単
位での分析がされたのは，廣嶋論文（第 4 章）
と小池論文（第 6 章）の 2 つである。廣嶋は，
1915 年～40 年の出生率を 1950 年以降の国勢調
査をもとに推計しており，小池は，1920 年以降
の国勢調査に基づいた分析が行われている。す
なわち，両者とも国勢調査に基づく 20 世紀前半
の時期の研究である。また，本書が人口転換を
主題に据えていることもあり，1920 年頃より後
の年代を分析対象とする論考が多く，国勢調査
以前の時期を主な対象としているのは，2 つの
高橋論文（第 1・2 章）のみである。高橋は，戸
籍の届出を基にした本籍人口と，そこに出入寄
留者の数を加除して算出された現住人口をベー
スとして，統計上の問題点を修正した上で地域
別出生率と死亡率を求め，その地域パターンや
純移動率との関係を分析している。 
統計上の問題点を踏まえつつ，可能な修正を

施して地域人口の分析をした研究としては，前
掲の高橋論文のほか，小嶋（2004）がある。小
嶋は, 市部・郡部の別で出生・死亡に関する指標
を丹念に分析し，市部と郡部とでは, 各指標に明
確な差異がみられることを明らかにした。その
上で，市部と郡部とに分けた出生力の分析結果
に基づき, 1910 年代初頭の郡部で観察される出
生率低下が, 人口転換の端緒ではないかと主張し
ている。小嶋の主張は，都道府県単位よりも細
かい地域スケールで分析したからこそ可能にな
ったものであり，このような, メソスケールでの
都市部と周辺部との差異を意識した人口動態の
検討の蓄積が引き続き求められよう。 

国勢調査以前の都市人口それ自体については, 
伊藤（1982a，1982b，1983a，1983b，1984）
によって推計と分析が行われている。伊藤は, 異
常値を除外した戸口調査による人口の増加率を
用い, 1918 年の人口から 5 年ごとに遡及する形
で全国 163 都市の人口推計を行った(4)。この結
果から, 1893 年以降に都市人口の持続的成長が
始まり, 1920 年代頃に増加率が減退し始めたこ
と, 都市の特色に応じて人口急増期にズレがある
こと,「アリ地獄説」(5)に示されるような自然減
状態が明治 30 年代には解消していたことなどが
明らかにされた。これらの成果は, 日本の都市の
人口増加過程を明らかにしたという点で高く評
価されるし,同時に戸口調査人口の利用可能性を
是認している点でも示唆的である。こうした人
口分析手法を, 都市のみの人口動態の検討に用い
るのでなく, 都市から周辺地域までを含めたメソ
スケールでの検討に援用すれば, 地域内における
都市の相対的な位置付けが明らかにされ, 都市化
の議論もより地域的な問題として理解される。 
都市部と周辺部の人口学的な傾向の違いにつ

いては, 近代以前の都市人口が, 先述の通り「ア
リ地獄」的状況にあったことはよく知られてい
る。この状況は時代を経るごとに解消していっ
たが, その後も都市部が相対的に低出生率・高死
亡率を示す状態は継続した。こうした地域差が
明治以降どう変化したかを明らかにすることは, 
都市化過程の分析において非常に重要な意味を
持つ。なぜなら, 自然動態が都市人口の増加過程
にどのように寄与したかを示すことは, 同時に社
会動態を検討することにつながり, 自然動態と人
口移動がどのように連関しながら変動したかを
示すことにもなるからである。このことが, 周辺
地域との関係も含めて都市化過程をダイナミッ
クに捉えることにつながる。 
  

11..33  地地域域人人口口のの変変動動かからら見見たた都都市市化化過過程程  
拙稿（2004）では，国勢調査以前における市

郡単位での人口変動を，東海三県というメソス
ケールで面的に，動態的に捉えることで，都市
への人口集積過程を描出しつつ，それが人口転
換に与えた影響についても論及した。寄留整理
による現住人口系列のギャップを簡易的に修正
し，出生数・死亡数の数値も必要な修正を行っ
た上で，1885（明治 17）年～1920（大正 9）年
までの市郡単位での出生・死亡率や自然増減率，
純移動率を算出し，結果を地図化して示した。
得られた知見はおおよそ次の通りである。 

(1) 明治・大正期には, 対象地域全体の人口が
増加基調にあり, それは主に郡部の高出生率によ
って生じていた。市部の出生率は郡部と比べて
低く, 死亡率には大差がなかったために, 市部で
は自然増加率も低かったが, その差をはるかに上
回る社会増加によって高率の人口増加が生じて
いたことが確認された。 

(2) 周辺の郡部の社会動態をみると, 対象期間
の初期段階では市部近隣の郡のみが社会減少を
示したが, 徐々に縁辺部の郡部も社会減少状態へ
と移行する。このことから, 都市の社会増加をも
たらした人口移動については, 対象期間の当初は
近隣の郡部からの流入がほとんどであったもの
が, 徐々に郡域を越えるような長距離の人口移動
が見られるようになったことを示唆していると
考えられる。このことは, 名古屋市などの都市の
勢力圏が徐々に拡大した過程としても捉えられ
よう。 

(3) (2)とも関連するが, 都市部の社会増加量,郡
部の社会減少の絶対量は, 時代を経るごとに増加
していった。このことは時代とともに郡部から
都市部へという人口移動が活発化していったこ
とを示していると考えられる。 

(4) 名古屋の近隣の郡で 1915～1920 年にかな
りの社会増が見られ, 名古屋市の社会増加量がや
や少なくなった。このことは, 名古屋市への人口
集積が周辺へ拡大し始めたことを示唆している。 
これらの結果は, 対象期間を通じて人口移動が

活発化していったことを示しており, それが都市
化の進展を促したと考えられる。こうした人口
移動の大部分は, 当時急速に進行していた産業化
に伴う労働力移動であったと思われる。それと
同時に労働力需要が生じた都市部へ流入する人
口が周辺の郡部に確実に存在したという事実, つ
まり郡部の高出生率による人口増加が都市人口
の増加を支えていたという事実も無視できない。
従って, 人口転換前の人口の自然増加状態が当時
の都市化の遠因であったと言える。 
人口転換との関わりでは，産業化に伴う都市

部への人口移動の増加―移動者は大部分が若年
者であると思われる―が, 人口転換を引き起こし
た可能性が考えられる。本稿では結果の提示を
割愛したが，特に郡部の高出生率状態が安定的
になった 1900 年頃以降の出生コーホート世代
が就業する時期はまさに 1915 年以降の時期で
あり, この世代の多くが都市部へと居を移したこ
とが, 1920 からの人口転換につながったことが
予想される。 

 

２２．．人人口口移移動動のの実実態態把把握握のの試試みみ  
22..11  近近代代日日本本のの人人口口移移動動にに関関すするる既既往往研研究究  
近代日本の人口移動の実態解明は，北海道や

樺太，海外への移住についての研究が中心とな
ってきた（たとえば阿部 2010，平井 2002 な
ど）。一方で，農山漁村地域から都市部へのロ
ーカルな人口移動について検討した研究は少な
い。ただし，移動に焦点化しなければ，1.2 項で
取り上げたように，近代日本の地域人口変動の
把握を試みた論考は一定の蓄積が見られる。そ
うした研究成果について，1.2 項と重複もあるが，
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特に移動がどう示唆されているかという視点か
ら整理してみたい。 
明治・大正期の神奈川県を対象として出生・

死亡の動向を検討した小嶋（2004）は，都市部
と郡部の地域差を重視した分析を行い，同時代
の都市人口の増加を郡部や他県の人口が移った
ためととらえた。この中で，1910（明治 43）年
末の横浜市の人口ピラミッドがつぼ型であるこ
とが示されており，移動者が若年層主体であり，
都市の現住者の出生率が高くなかったことが示
唆されている。また，高橋・中川編著（2010）
所収論文の多くが，大正年間に始まる人口転換
に対して人口移動が与えた影響に論及している。
このうち，府県別の自然増加率と純移動率を検
討した高橋（2010）は，大都市を持つ府県の人
口流入傾向と農村的色彩の強い県における人口
流出傾向を確認し，後者については大都市への
近接性によって純移動率が左右される傾向を見
出している。廣嶋（2010）は国勢調査から戦前
期島根県における市町村別の出生力低下の過程
と要因について分析し，都市化・工業化にとも
なう労働力需要が農家に波及した影響が示唆さ
れている。また，昭和初期の市区町村別の出生
力の変遷を分析した小池（2010）は，出生力の
低下が中心都市から拡散していった可能性や，
商工業化が晩婚化を促した可能性を指摘してお
り，都市化と人口転換の関係性が強く意識され
ている。一方，府県別の 1920～30 年代の潜在
的他出者の動向を分析した中川（2010）は，
「子ども既婚女性比」が府県間純移動率を規定
していることを明らかにした上で，県間移動に
も出稼ぎ的性格の移動が強いこと，1930 年代以
降，大都市への人口の集中と定着が進んだ傾向
を確認した。なお，府県内の人口移動について，
同様の分析を行うことを課題として挙げている。 
一方，近世日本の歴史人口学研究を含めても，

移動を扱った研究は，奉公人の移動に関するも
のが比較的多いことを除けば，多いとは言えな
い(6)。近年では，近世の在郷町と周辺村落にお
ける多様な移動の実態に迫った，Tsuya and 
Kurosu（2013）などの新しい成果も生まれてい
るが，近代日本の人口の移動を正面から扱う研
究は少なく，新たな方法論や視点を見出してい
くことが求められる。 
そのような中，寄留に関する資料を用いた分

析には，これまでの研究の空隙を埋める大きな
可能性がある。大門（2002）も，近代日本にお
ける移動のあり方を深く検討するためには資料
の開拓が必要との立場から，町村レベルの寄留
関係史料の発掘と分析が必要と主張している。
寄留関係の資料を用いた先行研究としては，中
部地方の寄留統計の分析を行った斎藤（1973），
名古屋市の入寄留者の性比や年齢などを寄留統
計から分析した伊藤（1982c），寄留簿を用いて
愛知県の尾西織物業地域の労働力の流出入を分

析した池山（1998），寄留簿の記載情報から長
野県飯田市への入寄留者の実態を分析した田中
（2012）などがある。斎藤と池山は人口移動か
ら見た地域構造の解明，伊藤と田中は寄留者の
属性などからみた都市部への流入人口の実態把
握に成功している。また，農村部からの流出労
働力の属性や移動先の分析に寄留簿を用いた研
究として，秋田県醍醐村を対象とした清水
（1981a，1981b），長野県五加村を対象とした
大島（1991）がある。こうした成果は，寄留関
係の資料分析の意義を示すものと言える。 
  

22..22  寄寄留留制制度度とと研研究究資資料料ととししててのの利利用用  
明治時代に入って整備された戸籍制度の中で，

各市区町村は，まず本籍が属する者を把握した
上で，90 日以上本籍を離れて居住する者を寄留
者として把握し，自市区町村の居住者を同定し
ていた。寄留者は，本籍が自市区町村外にあり，
自市区町村内に寄留している者は入寄留者，本
籍が自市区町村内にあるが，他市区町村に寄留
している者は出寄留者として，本人からの届出
を元に寄留簿に記録された(7)。 
寄留届は，寄留者（またはその代理人）が自

らの寄留について役場に届け出る際に提出する
書類である。住民の居住地移動を示す一次資料
であり，役場ではこの届出の情報を寄留簿に転
記し，出入寄留者数を把握した寄留統計を作成
し，それに基づいて現住人口を算出していた。
その意味では，当時の現住人口統計の基盤とな
る情報を提供する資料とも言える。 

1914（大正 3）年，法制化とともに，よりス
ムーズな運用を図るための制度変更が行われ，
1915 年 1 月から新制度の運用が開始された。変
更点としては，次の 2 点が特に重要である。 

1 点目は，寄留者を住所寄留者と居所寄留者
に分けて把握するように改められた点である。
これにより，寄留地での住所を持ち公民権を有
することになる住所寄留と，住所は据え置いた
まま住居のみを移る居所寄留とが区別されるこ
とになった。結果的に，この頃急増していた工
場寄宿舎での住み込みなどの寄留が，住所寄留
と区別された居所寄留として把握されることと
なった。2 点目は，寄留者の届出は原則として
寄留地のみで行い，1 通の届出のみで良いと改
められた点である。寄留者から寄留届書を受け
付けた寄留地の役場が，寄留簿に記載した後に
本籍地に届書を送付することで，寄留者が退去
した本籍地において，寄留者からの届出がなく
ても寄留者を把握でき，寄留先で把握する情報
と一致する制度に改められた。 
寄留届には，寄留地の住所や寄留の年月日，

寄留者の属性などに関する様々な情報が記され
ている。こうした情報は，移動の実態を具体的
に明らかにする貴重な手がかりとなるが，寄留
簿や寄留統計として集計されていくと把握し得

なくなる。一次資料である寄留届を用いること
によってのみ，こうした情報を分析に活かすこ
とができる。また，寄留簿や寄留統計は作成時
点における静態的な情報であるが，寄留届から
寄留の年月日を含む情報を集計すれば，動態的
な情報を得ることが可能になる。こうした資料
の利点を活かすべく，寄留届の原本の情報を総
合的にデータベース化すれば，その分析からよ
り具体的な移動の実態を明らかにすることが可
能になる。上記で取り上げた寄留関係資料を用
いた既往研究は，寄留簿や寄留統計を用いたも
のであり，集計時点での静態的な情報に基づい
ていた。寄留届それ自体を集計・分析した研究
は，管見の限り，拙稿以外に見当たらない。 
ただし，寄留届から把握し得るのは，あくま

でも当該市町村の本籍人の寄留による居住地移
動のみである。この点に関する留意点，換言す
れば資料上の制約について，大きく 2 点，言及
しておきたい。 
第一に，当該市町村に本籍を持たない者を把

握できない。このことは，他市町村から当該市
町村への流入については，本籍者が帰還する場
合以外は分析できないことを意味し，分析は必
然的に，当該市町村からの出寄留者に絞ったも
のとなる。 
第二に，寄留以外の居住地移動を把握できな

い。寄留でない形の居住地移動は，届出を伴わ

ないごく短期的，一時的なもののほか，結婚，

離婚，養子縁組，分家，その他の転籍などの籍

の変更を伴う移動がある。特に後者は人口の趨

勢にも影響を及ぼす重要なものであるが，寄留

届の形で届けられることがなかった以上，本研

究の資料には出現しない。籍の変更を伴うよう

なライフイベントは多くの場合，個人の一生の

中で特別に大きなものであるが，この方法で捕

捉できる居住地移動は，そうしたライフイベン

トを契機とした居住地移動ではない，平時の移

動の概況のみということになる。この点につい

ては，主に生活上の必要からなされた居住地移

動が分析対象となることを意味するが，結果的

には労働力としての移動を中心とした移動を分

析することになり，近代化に伴う都市化過程を

明らかにする上では有益なものと考えられる。  
 
22..33  事事例例研研究究：：寄寄留留届届のの分分析析にによよりり描描出出ししたた

山山村村地地域域かかららのの人人口口流流出出のの実実態態  
以下では，寄留届の原本の集計・分析によっ

て，大正期の労働力移動を中心とする人口移動
の実態把握につながる知見を提示してみたい。
具体的には，愛知県の山間部に位置する旧東加
茂郡賀茂村（現豊田市の一部。本稿では以下，
単に賀茂村と記す）の大正年間の『寄留届綴』
（豊田市郷土資料館所蔵）を分析し，当時の山
村地域からの出寄留の実態を明らかにしていく。

『寄留届綴』は，寄留届の原本を綴じた冊子で
ある。本研究の分析に用いた『寄留届綴』は，
寄留地から本籍地である賀茂村に送付された，
寄留に関する届出書面の原本の綴である。本研
究では，残存していた『寄留届綴』のうち，寄
留法施行によって新制度に切り替わった 1915
（大正 4）年以降の『居所寄留届綴』及び『住
所寄留届綴』にまとめられた届出書類を分析対
象とした。具体的には，寄留地に入居または入
住した寄留者が提出した寄留届の原本，寄留者
が寄留地を変更した際に提出した転寄留届の原
本又は謄本(8)，寄留者が寄留地を離れて本籍地
に復帰する際に提出した退去届の原本などが主
な対象となる(9)。このほか，賀茂村本籍者の寄
留先の役場が，寄留情報に変更があった旨を賀
茂村役場に知らせた「通知書」も一括されてい
る。なお，通知書の多くは，寄留簿抹消通知
（寄留地に現住していないことが確認され，寄
留簿から抹消した旨の通知）である(10)。 
これらの分析対象とする届出書類に記載され

た情報を網羅的に入力し，データベースを作成
した。このデータベースに含まれる寄留者数は，
延べ 5,718 人分となった。このデータベースを
用いて寄留者の属性，寄留地等についての分析
を行うこととする。なお，本稿では 1915～
1941 年の期間での分析としている。国勢調査以
後の期間を長く含む形にはなるが，近代化とと
もに人口移動流の趨勢が変化していく様子が捉
えられることから，1941 年までを対象期間とし
た検討結果を示すこととした。 
では，寄留届の分析から明らかになった賀茂

村からの人口流出の実態を具体的に明らかにし
ていきたい。賀茂村は山間地域を多く抱え，と
りわけ大正期以降は多くの人口の流出が見られ
た村である（図 1）。誰が，どこへ，どのよう 

賀茂村からの寄留者が多い自治体を示した。 
行政界は，1926 年末現在のものである。 

図図  11  愛愛知知県県東東加加茂茂郡郡賀賀茂茂村村のの位位置置  
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特に移動がどう示唆されているかという視点か
ら整理してみたい。 
明治・大正期の神奈川県を対象として出生・

死亡の動向を検討した小嶋（2004）は，都市部
と郡部の地域差を重視した分析を行い，同時代
の都市人口の増加を郡部や他県の人口が移った
ためととらえた。この中で，1910（明治 43）年
末の横浜市の人口ピラミッドがつぼ型であるこ
とが示されており，移動者が若年層主体であり，
都市の現住者の出生率が高くなかったことが示
唆されている。また，高橋・中川編著（2010）
所収論文の多くが，大正年間に始まる人口転換
に対して人口移動が与えた影響に論及している。
このうち，府県別の自然増加率と純移動率を検
討した高橋（2010）は，大都市を持つ府県の人
口流入傾向と農村的色彩の強い県における人口
流出傾向を確認し，後者については大都市への
近接性によって純移動率が左右される傾向を見
出している。廣嶋（2010）は国勢調査から戦前
期島根県における市町村別の出生力低下の過程
と要因について分析し，都市化・工業化にとも
なう労働力需要が農家に波及した影響が示唆さ
れている。また，昭和初期の市区町村別の出生
力の変遷を分析した小池（2010）は，出生力の
低下が中心都市から拡散していった可能性や，
商工業化が晩婚化を促した可能性を指摘してお
り，都市化と人口転換の関係性が強く意識され
ている。一方，府県別の 1920～30 年代の潜在
的他出者の動向を分析した中川（2010）は，
「子ども既婚女性比」が府県間純移動率を規定
していることを明らかにした上で，県間移動に
も出稼ぎ的性格の移動が強いこと，1930 年代以
降，大都市への人口の集中と定着が進んだ傾向
を確認した。なお，府県内の人口移動について，
同様の分析を行うことを課題として挙げている。 
一方，近世日本の歴史人口学研究を含めても，

移動を扱った研究は，奉公人の移動に関するも
のが比較的多いことを除けば，多いとは言えな
い(6)。近年では，近世の在郷町と周辺村落にお
ける多様な移動の実態に迫った，Tsuya and 
Kurosu（2013）などの新しい成果も生まれてい
るが，近代日本の人口の移動を正面から扱う研
究は少なく，新たな方法論や視点を見出してい
くことが求められる。 
そのような中，寄留に関する資料を用いた分

析には，これまでの研究の空隙を埋める大きな
可能性がある。大門（2002）も，近代日本にお
ける移動のあり方を深く検討するためには資料
の開拓が必要との立場から，町村レベルの寄留
関係史料の発掘と分析が必要と主張している。
寄留関係の資料を用いた先行研究としては，中
部地方の寄留統計の分析を行った斎藤（1973），
名古屋市の入寄留者の性比や年齢などを寄留統
計から分析した伊藤（1982c），寄留簿を用いて
愛知県の尾西織物業地域の労働力の流出入を分

析した池山（1998），寄留簿の記載情報から長
野県飯田市への入寄留者の実態を分析した田中
（2012）などがある。斎藤と池山は人口移動か
ら見た地域構造の解明，伊藤と田中は寄留者の
属性などからみた都市部への流入人口の実態把
握に成功している。また，農村部からの流出労
働力の属性や移動先の分析に寄留簿を用いた研
究として，秋田県醍醐村を対象とした清水
（1981a，1981b），長野県五加村を対象とした
大島（1991）がある。こうした成果は，寄留関
係の資料分析の意義を示すものと言える。 
  

22..22  寄寄留留制制度度とと研研究究資資料料ととししててのの利利用用  
明治時代に入って整備された戸籍制度の中で，

各市区町村は，まず本籍が属する者を把握した
上で，90 日以上本籍を離れて居住する者を寄留
者として把握し，自市区町村の居住者を同定し
ていた。寄留者は，本籍が自市区町村外にあり，
自市区町村内に寄留している者は入寄留者，本
籍が自市区町村内にあるが，他市区町村に寄留
している者は出寄留者として，本人からの届出
を元に寄留簿に記録された(7)。 
寄留届は，寄留者（またはその代理人）が自

らの寄留について役場に届け出る際に提出する
書類である。住民の居住地移動を示す一次資料
であり，役場ではこの届出の情報を寄留簿に転
記し，出入寄留者数を把握した寄留統計を作成
し，それに基づいて現住人口を算出していた。
その意味では，当時の現住人口統計の基盤とな
る情報を提供する資料とも言える。 

1914（大正 3）年，法制化とともに，よりス
ムーズな運用を図るための制度変更が行われ，
1915 年 1 月から新制度の運用が開始された。変
更点としては，次の 2 点が特に重要である。 

1 点目は，寄留者を住所寄留者と居所寄留者
に分けて把握するように改められた点である。
これにより，寄留地での住所を持ち公民権を有
することになる住所寄留と，住所は据え置いた
まま住居のみを移る居所寄留とが区別されるこ
とになった。結果的に，この頃急増していた工
場寄宿舎での住み込みなどの寄留が，住所寄留
と区別された居所寄留として把握されることと
なった。2 点目は，寄留者の届出は原則として
寄留地のみで行い，1 通の届出のみで良いと改
められた点である。寄留者から寄留届書を受け
付けた寄留地の役場が，寄留簿に記載した後に
本籍地に届書を送付することで，寄留者が退去
した本籍地において，寄留者からの届出がなく
ても寄留者を把握でき，寄留先で把握する情報
と一致する制度に改められた。 
寄留届には，寄留地の住所や寄留の年月日，

寄留者の属性などに関する様々な情報が記され
ている。こうした情報は，移動の実態を具体的
に明らかにする貴重な手がかりとなるが，寄留
簿や寄留統計として集計されていくと把握し得

なくなる。一次資料である寄留届を用いること
によってのみ，こうした情報を分析に活かすこ
とができる。また，寄留簿や寄留統計は作成時
点における静態的な情報であるが，寄留届から
寄留の年月日を含む情報を集計すれば，動態的
な情報を得ることが可能になる。こうした資料
の利点を活かすべく，寄留届の原本の情報を総
合的にデータベース化すれば，その分析からよ
り具体的な移動の実態を明らかにすることが可
能になる。上記で取り上げた寄留関係資料を用
いた既往研究は，寄留簿や寄留統計を用いたも
のであり，集計時点での静態的な情報に基づい
ていた。寄留届それ自体を集計・分析した研究
は，管見の限り，拙稿以外に見当たらない。 
ただし，寄留届から把握し得るのは，あくま

でも当該市町村の本籍人の寄留による居住地移
動のみである。この点に関する留意点，換言す
れば資料上の制約について，大きく 2 点，言及
しておきたい。 
第一に，当該市町村に本籍を持たない者を把

握できない。このことは，他市町村から当該市
町村への流入については，本籍者が帰還する場
合以外は分析できないことを意味し，分析は必
然的に，当該市町村からの出寄留者に絞ったも
のとなる。 
第二に，寄留以外の居住地移動を把握できな

い。寄留でない形の居住地移動は，届出を伴わ

ないごく短期的，一時的なもののほか，結婚，

離婚，養子縁組，分家，その他の転籍などの籍

の変更を伴う移動がある。特に後者は人口の趨

勢にも影響を及ぼす重要なものであるが，寄留

届の形で届けられることがなかった以上，本研

究の資料には出現しない。籍の変更を伴うよう

なライフイベントは多くの場合，個人の一生の

中で特別に大きなものであるが，この方法で捕

捉できる居住地移動は，そうしたライフイベン

トを契機とした居住地移動ではない，平時の移

動の概況のみということになる。この点につい

ては，主に生活上の必要からなされた居住地移

動が分析対象となることを意味するが，結果的

には労働力としての移動を中心とした移動を分

析することになり，近代化に伴う都市化過程を

明らかにする上では有益なものと考えられる。  
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山山村村地地域域かかららのの人人口口流流出出のの実実態態  
以下では，寄留届の原本の集計・分析によっ

て，大正期の労働力移動を中心とする人口移動
の実態把握につながる知見を提示してみたい。
具体的には，愛知県の山間部に位置する旧東加
茂郡賀茂村（現豊田市の一部。本稿では以下，
単に賀茂村と記す）の大正年間の『寄留届綴』
（豊田市郷土資料館所蔵）を分析し，当時の山
村地域からの出寄留の実態を明らかにしていく。

『寄留届綴』は，寄留届の原本を綴じた冊子で
ある。本研究の分析に用いた『寄留届綴』は，
寄留地から本籍地である賀茂村に送付された，
寄留に関する届出書面の原本の綴である。本研
究では，残存していた『寄留届綴』のうち，寄
留法施行によって新制度に切り替わった 1915
（大正 4）年以降の『居所寄留届綴』及び『住
所寄留届綴』にまとめられた届出書類を分析対
象とした。具体的には，寄留地に入居または入
住した寄留者が提出した寄留届の原本，寄留者
が寄留地を変更した際に提出した転寄留届の原
本又は謄本(8)，寄留者が寄留地を離れて本籍地
に復帰する際に提出した退去届の原本などが主
な対象となる(9)。このほか，賀茂村本籍者の寄
留先の役場が，寄留情報に変更があった旨を賀
茂村役場に知らせた「通知書」も一括されてい
る。なお，通知書の多くは，寄留簿抹消通知
（寄留地に現住していないことが確認され，寄
留簿から抹消した旨の通知）である(10)。 
これらの分析対象とする届出書類に記載され

た情報を網羅的に入力し，データベースを作成
した。このデータベースに含まれる寄留者数は，
延べ 5,718 人分となった。このデータベースを
用いて寄留者の属性，寄留地等についての分析
を行うこととする。なお，本稿では 1915～
1941 年の期間での分析としている。国勢調査以
後の期間を長く含む形にはなるが，近代化とと
もに人口移動流の趨勢が変化していく様子が捉
えられることから，1941 年までを対象期間とし
た検討結果を示すこととした。 
では，寄留届の分析から明らかになった賀茂

村からの人口流出の実態を具体的に明らかにし
ていきたい。賀茂村は山間地域を多く抱え，と
りわけ大正期以降は多くの人口の流出が見られ
た村である（図 1）。誰が，どこへ，どのよう 

賀茂村からの寄留者が多い自治体を示した。 
行政界は，1926 年末現在のものである。 

図図  11  愛愛知知県県東東加加茂茂郡郡賀賀茂茂村村のの位位置置  
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表表 11  期期間間別別のの寄寄留留届届提提出出数数ととそそのの内内訳訳  

資料：各年の『寄留届綴』より筆者作成 
 
な仕事のために移動したのか，その傾向は大正
期以降どう変化したのかを，具体的に述べてみ
たい。「どう変化したのか」については，①
1916～1920（大正 5～9）年，②1926～1930
（大正 15～昭和 5）年，③1937～41（昭和 12
～16）年の各 5 年間を比較する形で検討する。
以下の本稿では便宜上，期間①～③として表記
する。 
まず，表 1 を手掛かりに，寄留者の年齢・性

別の傾向を見てみよう。期間①では，寄留者の
年齢は 10 代と 20 代が非常に多い。30 代以上の
年齢の寄留者は比較的少ない。寄留者の大部分
が若年層であることが，まず特徴的である。ま
た，男女ともにまとまった数の寄留者が見られ，
退去届（寄留地を退去して本籍地に戻る届出）
の人数は，寄留届・転寄留届と比べて少なく，
寄留者が村に戻ることが少ないことが示唆され
る。居所寄留者と住所寄留者を比較すると，居
所寄留者は女性の方が明らかに多く，年齢は特
に 10 代に集中しており，単身での寄留者が大部
分を占めることが特徴的である。結論的に言え 

資料：各年の『寄留届綴』より筆者作成 
  
図図 22  賀賀茂茂村村かかららのの寄寄留留者者のの寄寄留留先先ととそそのの内内訳訳  

（（期期間間①①：：11991166--11992200 年年））  
 
ば，十代の女性の居所寄留者の大部分は，近隣
の製糸場等で住み込みで働く女工である。一方，
住所寄留者は 30 代の寄留者や 9 歳以下の子ども
も比較的多い。単身寄留者だけでなく，複数人
数での随伴の寄留者が多い。居所寄留が一般的
に一時的な転出であるのに対して，住所寄留者
は生活の拠点を移すような移動の場合が多いこ
とも考えると，これらの結果は，世帯単位で賀
茂村を離れるケースが多く見られたことを示し
ていると判断される。なお，0 歳での単身住所
寄留者は，親の寄留先で誕生した子供を，寄留
者として届出た場合がほとんどであり，これが
一定数見られることは，寄留先で世帯を持つ寄
留者の多さを示唆している。 
この後，期間②，期間③と時を経ていくと，

期間①と比べて住所寄留者・住所転寄留者の数
が大幅に増加していく。中でも随伴での寄留者
の増加が著しい。0 歳の単身住所寄留者も増加
する。一方，居所寄留者の数は若干減少してい
く。このことは，時を経るごとに，賀茂村の外 

資料：各年の『寄留届綴』より筆者作成 
  
図図 33  賀賀茂茂村村かかららのの寄寄留留者者のの寄寄留留先先ととそそのの内内訳訳  

（（期期間間②②：：11992266--11993300 年年））  
 
で世帯を持ちながら居住する者が増加していっ
たことを示している。また，寄留先を変更する
転寄留の数が増えていることは，本籍地の賀茂
村に戻らず，寄留先での生活を持続させる寄留
者が増加していることを示している。さらに，
期間③にかけて寄留者の年齢が上昇する傾向が
見られ，30 代の寄留者が特に大聞く増加してい
るほか，40 代以上の寄留者も増加している。 
図 2～4 を手掛かりに，寄留者の寄留先がどこ

であったのかを確認したい。図 2～4 はいずれも，
各期間における寄留者の寄留先を，日本国内の
都道府県別と，愛知県内の市町村別に示したも
のである。期間①～③を通じて，愛知県内への
寄留が圧倒的に多く，他府県では東京府への寄
留が最も多い。隣接する岐阜県，長野県，静岡
県，三重県への寄留も見られるが，さほど多く
はない。 
愛知県内では，期間①においては足助町など

の近隣の町村への寄留が多く，特に足助町～岡
崎市にかけて，足助街道沿いの町村（松平村， 

資料：各年の『寄留届綴』より筆者作成 
  
図図 44  賀賀茂茂村村かかららのの寄寄留留者者のの寄寄留留先先ととそそのの内内訳訳  

（（期期間間③③：：11993377--11994411 年年））  
  

岩津村など）への寄留が目立った。これら近隣
への寄留者は女性の居所寄留者が多く，女工と
しての寄留者の多さが示唆される。また，岡崎，
名古屋の両都市への寄留者も多く見られた。こ
れらの都市部への寄留傾向は，期間②になると
徐々に目立つようになり，期間③でさらに顕著
になる。都市部への寄留者は住所寄留者が多く，
男女比の偏りが小さい傾向がある。また，期間
③ではトヨタ自動車が操業を開始した挙母町へ
の寄留が急増している。工場労働者が多いこと
を反映して居所寄留者の割合が高く，また，男
性の方が多いことも特徴である。 
本稿においては，紙幅の都合上ここまでの記

述にとどめるが，寄留届に記載されている寄留
者の職業や，戸主との属性に注目していくこと
で，当時の社会経済的な背景と結び付けた議論
にも発展が可能であろう。 
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表表 11  期期間間別別のの寄寄留留届届提提出出数数ととそそのの内内訳訳  

資料：各年の『寄留届綴』より筆者作成 
 
な仕事のために移動したのか，その傾向は大正
期以降どう変化したのかを，具体的に述べてみ
たい。「どう変化したのか」については，①
1916～1920（大正 5～9）年，②1926～1930
（大正 15～昭和 5）年，③1937～41（昭和 12
～16）年の各 5 年間を比較する形で検討する。
以下の本稿では便宜上，期間①～③として表記
する。 
まず，表 1 を手掛かりに，寄留者の年齢・性

別の傾向を見てみよう。期間①では，寄留者の
年齢は 10 代と 20 代が非常に多い。30 代以上の
年齢の寄留者は比較的少ない。寄留者の大部分
が若年層であることが，まず特徴的である。ま
た，男女ともにまとまった数の寄留者が見られ，
退去届（寄留地を退去して本籍地に戻る届出）
の人数は，寄留届・転寄留届と比べて少なく，
寄留者が村に戻ることが少ないことが示唆され
る。居所寄留者と住所寄留者を比較すると，居
所寄留者は女性の方が明らかに多く，年齢は特
に 10 代に集中しており，単身での寄留者が大部
分を占めることが特徴的である。結論的に言え 

資料：各年の『寄留届綴』より筆者作成 
  
図図 22  賀賀茂茂村村かかららのの寄寄留留者者のの寄寄留留先先ととそそのの内内訳訳  

（（期期間間①①：：11991166--11992200 年年））  
 
ば，十代の女性の居所寄留者の大部分は，近隣
の製糸場等で住み込みで働く女工である。一方，
住所寄留者は 30 代の寄留者や 9 歳以下の子ども
も比較的多い。単身寄留者だけでなく，複数人
数での随伴の寄留者が多い。居所寄留が一般的
に一時的な転出であるのに対して，住所寄留者
は生活の拠点を移すような移動の場合が多いこ
とも考えると，これらの結果は，世帯単位で賀
茂村を離れるケースが多く見られたことを示し
ていると判断される。なお，0 歳での単身住所
寄留者は，親の寄留先で誕生した子供を，寄留
者として届出た場合がほとんどであり，これが
一定数見られることは，寄留先で世帯を持つ寄
留者の多さを示唆している。 
この後，期間②，期間③と時を経ていくと，

期間①と比べて住所寄留者・住所転寄留者の数
が大幅に増加していく。中でも随伴での寄留者
の増加が著しい。0 歳の単身住所寄留者も増加
する。一方，居所寄留者の数は若干減少してい
く。このことは，時を経るごとに，賀茂村の外 

資料：各年の『寄留届綴』より筆者作成 
  
図図 33  賀賀茂茂村村かかららのの寄寄留留者者のの寄寄留留先先ととそそのの内内訳訳  

（（期期間間②②：：11992266--11993300 年年））  
 
で世帯を持ちながら居住する者が増加していっ
たことを示している。また，寄留先を変更する
転寄留の数が増えていることは，本籍地の賀茂
村に戻らず，寄留先での生活を持続させる寄留
者が増加していることを示している。さらに，
期間③にかけて寄留者の年齢が上昇する傾向が
見られ，30 代の寄留者が特に大聞く増加してい
るほか，40 代以上の寄留者も増加している。 
図 2～4 を手掛かりに，寄留者の寄留先がどこ

であったのかを確認したい。図 2～4 はいずれも，
各期間における寄留者の寄留先を，日本国内の
都道府県別と，愛知県内の市町村別に示したも
のである。期間①～③を通じて，愛知県内への
寄留が圧倒的に多く，他府県では東京府への寄
留が最も多い。隣接する岐阜県，長野県，静岡
県，三重県への寄留も見られるが，さほど多く
はない。 
愛知県内では，期間①においては足助町など

の近隣の町村への寄留が多く，特に足助町～岡
崎市にかけて，足助街道沿いの町村（松平村， 

資料：各年の『寄留届綴』より筆者作成 
  
図図 44  賀賀茂茂村村かかららのの寄寄留留者者のの寄寄留留先先ととそそのの内内訳訳  

（（期期間間③③：：11993377--11994411 年年））  
  

岩津村など）への寄留が目立った。これら近隣
への寄留者は女性の居所寄留者が多く，女工と
しての寄留者の多さが示唆される。また，岡崎，
名古屋の両都市への寄留者も多く見られた。こ
れらの都市部への寄留傾向は，期間②になると
徐々に目立つようになり，期間③でさらに顕著
になる。都市部への寄留者は住所寄留者が多く，
男女比の偏りが小さい傾向がある。また，期間
③ではトヨタ自動車が操業を開始した挙母町へ
の寄留が急増している。工場労働者が多いこと
を反映して居所寄留者の割合が高く，また，男
性の方が多いことも特徴である。 
本稿においては，紙幅の都合上ここまでの記

述にとどめるが，寄留届に記載されている寄留
者の職業や，戸主との属性に注目していくこと
で，当時の社会経済的な背景と結び付けた議論
にも発展が可能であろう。 
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おおわわりりにに  
本稿では，歴史人口学の中で研究の蓄積が比

較的少ない，近代日本におけるメソスケールで
の地域別の人口動態と人口移動に関して，これ
まであまり使用されてこなかった新たな資料の
利用によって実態を描出する試みについて述べ
てきた。資料の持つ問題点を十分に意識しなが
ら，必要な修正を施して活用していくことで，
研究の空隙を埋めることができる可能性がある。
資料の利用法についての吟味を継続しつつ，多
くの事例研究を積み重ねていき，地域人口から
見た人口転換等についての議論を深化させてい
くことが求められる。 

 

注注  
(1) 人口転換開始時期について論究したものと
しては，斎藤（2001a），小嶋（2001）など
がある。小嶋論文では，市部と郡部とに分け
た出生力の分析により，1910 年代初頭の郡部
で観察される出生率低下が，人口転換の端緒
ではないかと述べられている。 

(2) 例えば，同じ転出入移動でも，本籍の移転
が認められるのは家族全員が移転する時のみ
で，一部の移転の場合には本籍は移転されず
に寄留届によってその居住関係を証明された。
このような制度自体の分かりにくさは，寄留
制度破綻の一因となった。また，異動の届出
手続きの煩雑さも破綻を招く原因となった。
寄留届には，①入住の場合，寄留地に提出す
る入寄留届，②出住の場合，本籍地に提出す
る出寄留届，③退去する場合，寄留地に提出
する退去届，④復帰する場合，本籍地に提出
する復帰届，⑤第 3 の地に移転する場合，本
籍地に提出する転寄留届の 5 種類が存在し，1
回の異動につき複数の届出をする必要があっ
た。このように住民の負担が大きかった割に
は実益が乏しかったことが，届出不履行者を
多数生じさせる原因となった。こうした経緯
は，伊藤（1983b）や滝口（1999）に詳しい。 

(3) 本来全国の総計では入寄留総数と出寄留総
数は一致すべきものであるが，1898 年の時点
で約 170 万人，1908 年には約 20 万人，1918
年には 240 万人の入寄留超過を示している。 

(4) 一部の大都市では市勢調査の結果を併用し，
より現状に近い数値を示すように工夫されて
いる。 

(5) 近世の江戸や大阪などの大都市では，低出生
率と高死亡率のために人口の自然減状態が続
いており，周辺地域からの社会増で自然減を
補うことで人口を維持していたと考えられて
いる。この学説は，都市が人口を吸収して消
滅させる様子をアリ地獄に準えて，「都市ア
リ地獄説」と呼ばれている。ただし斎藤
（2001b，59-62，139-142）によれば，恒常

的にあらゆる都市で自然減状態が生じていた
訳ではないという。 

(6) 歴史人口学における移動研究の成果と課題に
ついては，高橋（2001）による優れた整理が
あるが，日本の研究に関しては近世の奉公人
の移動に焦点が当てられており，その他の理
由・時代の研究についてはほとんど触れられ
ていない。 

(7) 届出の種別の詳細は，前掲注(2)を参照。 
(8) 転寄留届は，「寄留地変更届」や「寄留替届」
の名称も使用されているが，本研究では全て
転寄留届として集計した。転寄留届を受け付
けた新寄留地の役場は，本籍地と原寄留地の
2 ヶ所に届出を送付する必要があったため，
原本ではなく謄本が送付されている場合が多
い。また，賀茂村に寄留していた者が村外の
新たな寄留地に移った場合，賀茂村にも転寄
留届の原本又は謄本が送付されてくることに
なるため，賀茂村を本籍としない寄留者の転
寄留届が『寄留届綴』には含まれている。 

  なお，「住所転寄留届」は，住所寄留者が
別の住所に新たに寄留したことを示す。たと
えば住所寄留中の者が別の居所に寄留する場
合は，転寄留届ではなく居所寄留届を提出す
ることとなり，当該寄留者は本籍地，住所寄
留地，居所寄留地をそれぞれ有する者として
把握されることになった。 

 (9) このほかの届出種別として，①寄留追完届，
②復帰届もある。①は，届出が遅滞した場合
や届出内容に訂正が必要な場合に，改めて届
出し直すもの，②は寄留地から本籍地に復帰
した際に本籍地に提出する届出で，寄留法施
行以前に義務とされていたものである。これ
らについては，対象期間内の実体が認められ
るもののみを分析対象とした。 

なお，退去届や後述の「通知書」では，寄
留者の生年月日，職業，本籍住所などが省略
されている場合が多い。このように情報が一
部欠落している場合には，データ入力の際，
当該寄留者が以前に提出した寄留届がある場
合にはそれと照合し，欠けている情報を補足
した。当該寄留者の寄留届が見当たらない場
合には補足できない。 

(10) 寄留簿抹消通知以外の通知書としては，寄
留者の本籍変更に関わる通知（結婚や養子縁
組，寄留先での死亡など），市町村合併や区
画整理などによる，寄留先住所の変更の通知，
寄留先の世帯主や家主の変更の通知，が主な
ものである。ただし，これらのほとんどは移
動の実体がないものであるため，本研究では
分析対象とはしていない。 
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おおわわりりにに  
本稿では，歴史人口学の中で研究の蓄積が比

較的少ない，近代日本におけるメソスケールで
の地域別の人口動態と人口移動に関して，これ
まであまり使用されてこなかった新たな資料の
利用によって実態を描出する試みについて述べ
てきた。資料の持つ問題点を十分に意識しなが
ら，必要な修正を施して活用していくことで，
研究の空隙を埋めることができる可能性がある。
資料の利用法についての吟味を継続しつつ，多
くの事例研究を積み重ねていき，地域人口から
見た人口転換等についての議論を深化させてい
くことが求められる。 

 

注注  
(1) 人口転換開始時期について論究したものと

しては，斎藤（2001a），小嶋（2001）など
がある。小嶋論文では，市部と郡部とに分け
た出生力の分析により，1910 年代初頭の郡部
で観察される出生率低下が，人口転換の端緒
ではないかと述べられている。 

(2) 例えば，同じ転出入移動でも，本籍の移転
が認められるのは家族全員が移転する時のみ
で，一部の移転の場合には本籍は移転されず
に寄留届によってその居住関係を証明された。
このような制度自体の分かりにくさは，寄留
制度破綻の一因となった。また，異動の届出
手続きの煩雑さも破綻を招く原因となった。
寄留届には，①入住の場合，寄留地に提出す
る入寄留届，②出住の場合，本籍地に提出す
る出寄留届，③退去する場合，寄留地に提出
する退去届，④復帰する場合，本籍地に提出
する復帰届，⑤第 3 の地に移転する場合，本
籍地に提出する転寄留届の 5 種類が存在し，1
回の異動につき複数の届出をする必要があっ
た。このように住民の負担が大きかった割に
は実益が乏しかったことが，届出不履行者を
多数生じさせる原因となった。こうした経緯
は，伊藤（1983b）や滝口（1999）に詳しい。 

(3) 本来全国の総計では入寄留総数と出寄留総
数は一致すべきものであるが，1898 年の時点
で約 170 万人，1908 年には約 20 万人，1918
年には 240 万人の入寄留超過を示している。 

(4) 一部の大都市では市勢調査の結果を併用し，
より現状に近い数値を示すように工夫されて
いる。 

(5) 近世の江戸や大阪などの大都市では，低出生
率と高死亡率のために人口の自然減状態が続
いており，周辺地域からの社会増で自然減を
補うことで人口を維持していたと考えられて
いる。この学説は，都市が人口を吸収して消
滅させる様子をアリ地獄に準えて，「都市ア
リ地獄説」と呼ばれている。ただし斎藤
（2001b，59-62，139-142）によれば，恒常

的にあらゆる都市で自然減状態が生じていた
訳ではないという。 

(6) 歴史人口学における移動研究の成果と課題に
ついては，高橋（2001）による優れた整理が
あるが，日本の研究に関しては近世の奉公人
の移動に焦点が当てられており，その他の理
由・時代の研究についてはほとんど触れられ
ていない。 

(7) 届出の種別の詳細は，前掲注(2)を参照。 
(8) 転寄留届は，「寄留地変更届」や「寄留替届」
の名称も使用されているが，本研究では全て
転寄留届として集計した。転寄留届を受け付
けた新寄留地の役場は，本籍地と原寄留地の
2 ヶ所に届出を送付する必要があったため，
原本ではなく謄本が送付されている場合が多
い。また，賀茂村に寄留していた者が村外の
新たな寄留地に移った場合，賀茂村にも転寄
留届の原本又は謄本が送付されてくることに
なるため，賀茂村を本籍としない寄留者の転
寄留届が『寄留届綴』には含まれている。 

  なお，「住所転寄留届」は，住所寄留者が
別の住所に新たに寄留したことを示す。たと
えば住所寄留中の者が別の居所に寄留する場
合は，転寄留届ではなく居所寄留届を提出す
ることとなり，当該寄留者は本籍地，住所寄
留地，居所寄留地をそれぞれ有する者として
把握されることになった。 

 (9) このほかの届出種別として，①寄留追完届，
②復帰届もある。①は，届出が遅滞した場合
や届出内容に訂正が必要な場合に，改めて届
出し直すもの，②は寄留地から本籍地に復帰
した際に本籍地に提出する届出で，寄留法施
行以前に義務とされていたものである。これ
らについては，対象期間内の実体が認められ
るもののみを分析対象とした。 

なお，退去届や後述の「通知書」では，寄
留者の生年月日，職業，本籍住所などが省略
されている場合が多い。このように情報が一
部欠落している場合には，データ入力の際，
当該寄留者が以前に提出した寄留届がある場
合にはそれと照合し，欠けている情報を補足
した。当該寄留者の寄留届が見当たらない場
合には補足できない。 

(10) 寄留簿抹消通知以外の通知書としては，寄
留者の本籍変更に関わる通知（結婚や養子縁
組，寄留先での死亡など），市町村合併や区
画整理などによる，寄留先住所の変更の通知，
寄留先の世帯主や家主の変更の通知，が主な
ものである。ただし，これらのほとんどは移
動の実体がないものであるため，本研究では
分析対象とはしていない。 
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第第 2200 章章  明明治治期期のの人人口口動動態態  

 

高橋 眞一（神戸大学 名誉教授） 

 
［［要要旨旨］］  

21 世紀に入って，あまり話題にならなかった明治期の出生率・死亡率は上昇したのかという疑問を

解くための一つの試みを行った。まず，従来の人口推計による出生率・死亡率の推計の特徴を明らかに

し，その上で明治期の本籍人口の問題点を再検討した。その結果本籍人口において 1900 年前後以降

20-50 歳代人口は問題が少ないことがわかった。その本籍人口ならびに大正 10-14 年第 4 回生命表お

よびその異なった死亡水準を仮定した生残率を利用し，1898 年 0-25 歳人口からの逆進推計によって，

1873-98 年の出生数を求めた。その結果明治初期の届出漏れが 30％以上あることがわかった。また，

明治初期の出生率は生残率仮定を変えたとしても人口千あたり 30 を超え，1898 年まで上昇傾向にな

いことが明らかになった。死亡率も出生率を求めるための死亡水準仮定を利用すると，やはり上昇傾

向にはなかった。 

 
キキーーワワーードド  明治期，本籍人口，出生率，死亡率，人口推計，生命表，生残率 

 

 

ははじじめめにに  
  明治初期以降大正前期までの全国の出生率，死

亡率，そして人口増加率の水準や変化について，

従来さまざまな議論があり，必ずしも明らかにな

っているとは言えない。そのもっとも大きな要因

は明治期の人口静態および出生，死亡などの人口

動態を示すための統計が不完全であることによ

る。そしてそれを修正するための多くの試みが，

まだ確定した出生率や死亡率の水準や変化を示

すことができていないことによる。 

 しかし，この時期の出生率や死亡率などの人口

動態の水準や変化は，いくつか重要な問題と関わ

っている。第１に，近世における宗門改帳等によ

る多くの分析から得られた人口動態が，明治初期

のそれとどのように連続的につながるのか，いま

だ明らかになっていない。第 2 に，明治期の出生

率や死亡率の水準や変化が，正確な人口統計が得

られるようになった大正後期以降のそれらの低

下傾向とどのようにつながるのか。それは明治以

前の人口動態の変動を含めて日本の人口転換を

見ていく上で重要な鍵を握っていると考えられ

る。第 3 に，このような人口動態は，明治期の社

会経済的なさまざまな要素との関連，例えば，農

村家族の人口増加への対応，地主小作制，農村間

および都市への人口移動などにどのような影響

を与えたのか，をみていく上で欠かせない。さら

に，これらの関連は地域によって異なり，例えば

農家の人口排出も地域によって大きな差異があ

った。これはいわば日本の地域パターンや類型と

も関連する重要な課題である。 

 本稿の目的は，このような問題を持ち，しかし

重要な明治期の人口動態を再検討し，新しい結果

を示すことにある。まず，今まで明治期の人口動

態についての問題がどのように把握されてきた

のかをみる。そこから，従来，明治期統計，特に

本籍人口の検討が必ずしも十分でなかったこと

を見い出し，本籍人口の具体的な問題を明らかに

する。その結果，本籍人口も利用できることを確

認し，それと大正 10-14 年第 4 回生命表(内閣統

計局，1930b)を利用して，明治期出生率・死亡率

の推計の道筋を明らかにする。実際には明治-大

正期人口推計の試みは 1930 年にさかのぼり，

2000 年代までいくつかの試みがなされた。しか

しそのどれも確定的な結果を示したものではな

く仮説的段階にとどまっている。もちろんこのよ

うな推計の特徴として仮説の域を越えることは

できないが，より実態に近い推計を示す努力は必

要であろう。ひとつの新しい明治期人口動態を示

してみたい。 

 

１１．．明明治治期期人人口口動動態態修修正正のの従従来来のの取取りり組組

みみ  
  11..11  明明治治期期本本籍籍人人口口のの問問題題点点  

 明治期日本の人口をみる場合，主要な統計は

1872（明治 5）年に始まった本籍人口統計である。

しかし，本籍人口はその調査に関わった人びとの

批判を含め(1)多くの問題が指摘できる。その問題

点をいくつか挙げてみよう。第 1 に本籍人口のも

190


